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1. はじめに
ネパールにおける社会福祉に関する研究は, これまで社会保障制度の概要や NGO の活動報告
を述べる以外では, あまり存在していなかった. その主な理由の 1 つとして, ネパールでは社会
福祉について研究する必然性の前に, 人々の生命に直結する医療や保健, さらには貧困削減とい
う分野を重視する傾向が, ネパール政府, 国際援助機関, NGO, 開発途上国研究者のなかで存
在していたことは否めない1. また限られた同国の社会福祉研究についても, ネパールの首都で








Researches on social welfare in Nepal have not been made much except describing them on an
outline of social welfare system or indicating them on an activity report of NGO. Even within
limited researches on Nepali social welfare which are available in Japan, most of them are
mainly written about in Katmandu, the capital of Nepal, but little researches have been made
about minority groups which have more than 70 dotted in Nepal.
This research argues the current situation and issue of welfare for the aged by focusing
"Tamang" which is a minority group in Nepal. Three residential areas which have different liv-
ing styles were selected for interview, which applied an unstructured style.












して間もない同県のダディングベーシ地区, そして首都に約 100 年前に移住をして都会的な生活
を営んでいるカトマンズ市ブアダ・ティンチュレ・ブワル地区という 3 つの異なる地区を抽出し,





ネパールはインドと中国に囲まれた内陸国で, 人口は約 2,600 万人, 国土は北海道の 1.8 倍程
度と比較的規模の小さい国である. 国土の 80％は山岳地帯であり, 交通・通信などのインフラ
が未整備なところはまだ全国に多い. 宗教としてはヒンズー教が多いが, 仏教の生誕の地である
ことから仏教を信仰する者, また最近ではキリスト教やイスラム教を信仰する者も少数派ではあ
るが存在している. 社会は基本的にカースト制度によって区分されており, 70 以上ともいわれ
る少数民族も, 形式上はカースト制度に組み込まれている. 産業は主に農業が中心で, 他に観光
業や繊維業などが大きな比重を占めている.
国民 1 人当たりの GDP は, 年に 252 ドル (購買力平価では 1,490 ドル) であり, 後発開発途
上国に属する国の 1 つである3. そのため 1 日 1 ドル未満で暮らす人々の人口比率 (2003-04) は
24.1%で, 2 ドル未満で暮らす人々の人口比率は 68.5%と過半数を大きく上回っている4.
2006 年に世界銀行が発行した 『世界開発報告』 によると, 人間開発指数からみた順位 (2004)
は, 開発途上国 102 カ国中で 68 位となっており, 出生時平均余命 (2004) は 62.1 歳, 15 歳以
上の平均識字率 (2004) は 48.6%, ジニ係数 (2003-04) は 47.2, 合計特殊出生率 (2004) は 3.7
人となっている5.
65 歳以上の高齢者人口 (2006) は約 103 万人で, 全人口に占める比率は 3.99％である. この
値は今後, 2016 年には約 135 万人で 4.32％に, 2021 年には約 158 万人で 4.61%へと, それぞれ
増加することが見込まれている. 60 歳以上で同じようにこれらの値を見てみると, 2006 年は約








(政府開発援助) の受取額は総額 (2004) 427.3 百万ドルであり, 国民 1 人当たりに換算すると
16.1 ドル, 対 GDP 比に換算する 6.4％となっている7. 2000 年の政府総収入のうち二国間贈与が
占める比率は 11％, 多国間贈与が 2 ％, 海外借入が 22％と, 総収入源の 35％を外国贈与と借款
に依存しており, 外国援助への依存度が高いことが伺える8. この外国に依存する傾向は 2006 年
から 2007 年にかけてはさらに拡大をしており, 二国間贈与が 15.8％, 多国間贈与が 12.0％, 海
外借入が 19.8％を占め, 総収入源のうち 47.9％を外国贈与と借款に依存していることになる9.
このような観点からネパールの財政を見ると, 海外からの借金と援助を無くして成り立たない構
造であることが理解できる.
国内経済については近年, マオイスト (ネパール毛沢東主義派) による政治的混乱の影響が国
内で続いたこともあり, 海外直接投資の対 GDP 比は 1990 年の 0.2%から 2004 年には 0％に減少
している10. 保健医療への公的支出については対 GDP 比 (2003-04) で 1.5％, 教育への公的支






NGO によって支えられているのが実情で, 高齢者福祉の分野に限っては, NGO がいまから着
手する段階にあるといっても過言ではない12. 現在ネパールにある高齢者福祉施設は, 政府運営
の施設, 官民共同運営の施設, 民営の施設, 高額な医療･介護付き有料老人ホームを合わせても
全国で約 1,700 人がサービスを受けることができる程度と, その数は極めて限定されている13.
デイケアセンターについては, 全国 10 ヶ所で民間による施設が運営されており, これとは別に





うに行政組織の末端としての機能を持っているわけではなく, ネパール国内における NGO 社会
福祉団体の調整とその連携促進を図ることを目的として 1992 年に社会福祉法のもとで設立され
たものである15. このようにネパール政府は, 社会福祉に関しては国内外の NGO が主導的役割





氏の整理に基づいて見てみるとネパールには, ①年金制度, ②退職金積立, ③社会保障給付, ④
寡婦手当, ⑤医療費給付という 5 つの制度が存在している16.
①の年金制度は公務員を対象としたもので, 教師・公務員は 58 歳, 大学教員は 63 歳, 裁判官
は 65 歳が定年で, 最低 20 年間を勤めた場合, これ以降に現役時代給与の約半額を受給できると
いうものである. 本人が死亡した場合は, 配偶者がその額の半分を受け取ることができる. この
制度による受給者 (2004) は 134,000 人である. ②の退職金積立は, 労働者自身が給与の 10％
を, 雇用主が追加で 10％を積み立てて, 退職の際に一括して受け取ることができるという制度
である. この制度は現在では広く民間でも利用されている. ③の社会保障給付は 1995 年から開
始された制度で, 75 歳以上の高齢者に対して月額で 175 ルピーを支払うものである. 給付対象
者 (2004) は 217,438 人となっている. ④の寡婦手当は, 夫と死別した 60 歳以上の女性に対し
て支払われるもので, 月額 125 ルピーが支払われる. 受給者は 239,119 人である. そして⑤の医
療費給付は貧困者に対して支払われるもので, 45 郡の約 3,000 人が年額で約 4,000 ルピーを受給
している.
このようにネパールには高齢者に対する社会保障制度が一応は存在しているが, 平均的な 1 人
当たりの年間所得が約 18,500 ルピー (月額に換算すると約 1,544 ルピー) ということを考える
と, 既存の社会保障制度によって受け取る公的支援だけで生活を維持することは, 非常に難しい
と考えられる.
高齢者福祉に関する政府の計画としては, 第 8 次 5 カ年計画が終了する前の 1996 年に GTZ
の提唱で WHO や世界銀行が中心となって 20 年間の長期計画を策定しているものがある. この
計画では, 保健・医療サービスに重点が置かれ, 全国の隅々にまでサービスが行き届くようにし,
モニタリングと監督を強調する内容になっている. 第 9 次 5 カ年計画 (1997-2002) では, 高齢
者分野については ｢老人医療への計画｣ が唯一取り上げられているのみであるが, 第 10 次 5 カ
年計画 (2002-2007) では ｢老人医療の強化｣, 第 11 次 5 カ年計画 (2007-2012) では ｢老人施設
の設立｣, 第 12 次 5 カ年計画 (2012-2017) では ｢老人施設の拡大｣ というように今後, ネパー
ル政府としても高齢者福祉分野に力を入れていくという方向性を示している17. またこれに対応













県カトマンズ市にあるブアダ・ティンチュレ・ブワル地区を対象にして, 2007 年 11 月と 2008
年 3 月に非構造化インタビューを実施した.
インタビューの調査結果を述べる前に, まずはタマン族について簡単に説明することにしたい.
なぜならタマン族は, これまでジャグリ (霊媒師) に関連する文化人類学的な調査を除いて, あ
まり研究がなされてこなかった民族だからである19.
先述のようにネパールには数多くの民族とカーストが混在している. 2001 年にまとめられた
ネパールの国勢調査によると, ネパールには 103 の民族とカーストグループが存在している. こ
のなかでタマン族の人口は約 128 万人で, ネパールの総人口に占める比率は 5.64％と, ネパー
ル国内では 5 番目に大きい規模となっている. ネパール社会環境変動研究所の調査によると, タ
マン語を母語とする人々は全人口の 5.19％を占め, ネパール語, マイティリ語, ボジェプリ語,
タル語に次いで 5 番目に多い人口規模を有している20. このようにタマン族は, ネパール国内で
は一定の人口規模を有しており, これまでにも国務大臣を輩出するなどネパールでは比較的大き
な部類に入る少数民族ということができ, 社会的なステータスも有している.
タマン族の人口増加率は, 1991 年から 2001 年までの平均が 2.31％であり, ネパール全土の平
均である 2.25％を若干ではあるが上回っている21. 一世帯あたりの平均世帯員数は 5.3 人 (ネパー
ルの平均は 5.4 人) であり, 0-4 歳, 5-14 歳, 15-59 歳, 60 歳以上の人々比率は, それぞれ 12.3
％, 28.7％, 52.3％, 6.9％ (ネパールの平均はそれぞれ 12.1％, 27.2％, 54.3％, 6.5％) で, 平
均結婚年齢は男性が 20 歳, 女性が 18 歳 (ネパールの平均は男性 21 歳, 女性が 18 歳) となって
いる22.
タマン族は, ラースワ県, マカワンプール県, ヌゥワコート県, シンドゥーリ県の 4 県におい
て最も人口の多い民族となっており, そのほかにもカトマンズ周辺の近隣県を中心として, タマ
ン族は広域に分布している23. 首都であるカトマンズ市には, 約 15 万人 (カトマンズ人口の
8.95％) のタマン族が生活をしている24. ちなみに土地を所有しているタマン族の世帯比率は
83.3％であり, 平均して約 0.6ha の私有地を有している25. この点からタマン族は, 地方では農
業を生業とする民族であるといってもよい.
教育について見てみると, 教育を受けていない者は 38.1％ (ネパール平均は 23.9％) となっ
ており, 高卒以上の学歴を持つ者は 3.7％ (ネパール平均は 14.4％) と他の民族と比較してもか
なり低い値を示している26. また他の民族と比較して大きく異なる特徴は, 出稼ぎによる送金を




農村部からのものが 25.5％であるのに対し, タマン族の場合は都市部からのものが 49.6％と農
村部からのものが 21.5％とその違いが顕著である27. 出稼ぎの内訳は, サービス分野が最も多く





宗教については, タマン族はチベット仏教の影響が非常に強いために約 9 割 (90.3％) が仏教
徒で, その他に少数派としてヒンズー教 (7.7％), キリスト教 (1.9％) が続いている29.
タマン族は元々, ヒマラヤ付近の山岳地に住んでいる民族であり, 高地ではヤクや羊などを飼
育し, 低地では牛, 水牛, 羊, 鶏などを飼育して生活を営んでいた. 耕作地では主にトウモロコ




ダディング県のセム・ゾン・ティン地区は, ダディング市から 27km ほど離れたところにある
山岳地帯に形成されたタマン族だけの地区である. 同地区には約 5,000 人のタマン族が他の民族
と混住することなく生活している. この地区に住む多くのタマン族は, トウモロコシや蕎麦など
を, 個人の所有する農地で栽培し生活している.
セム・ゾン・ティン地区には, 基本的に病院, 診療所, 銀行, 本屋, 新聞社などの都会にある
















村にある寺院や集会所, 学校, 水汲み場, さらにはこの地区へと繋がる道路は同地区のコミュニ
ティによる共同管理となっている. 学校の教材 (教科書) については政府から提供されるが, 不
足する教員を雇用する資金についてはこの地区の共同基金から支出され, また家を建てる際など
に必要となる緊急性の高い融資についても共同基金から支払われるという制度がある. さらに協
働という側面では, 家の建築, 農作業, 結婚式, 葬儀, 祭事の際には必ずコミュニティの住民が
労働力を提供せねばならず, これを遵守しない場合は, コミュニティ内のルールに従って罰金が
科せられる. コミュニティ内の集会は月に 1 回は必ず実施されており, 農業の繁忙期にはその回
数が増えて, コミュニティメンバーの参加が義務付けられている34. コミュニティにおける重要
な意思決定は, 基本的にこの集会において決められる.
セム・ゾン・ティン地域で 8 代にわたって居住し, 現在, 長老を務めているツォレー・タマン
氏に, 高齢者福祉の現状について聞いてみた. まず高齢者にとって必要な医療についてであるが,
高齢者が病気になった場合, 基本的に薬局で薬を買ってこれを服用して治療をするか, 或いは高





(写真左) セム・ゾン・ティン地区の家屋 (写真右) 山の形状を利用した段々畑






あった. ちなみにこの地区にこれまで, 政府・NGO・国際機関などが, 医療・福祉分野の援助
や支援のために調査をしに来たことがあるか聞いてみたが, そのような実績は一切なく, ネパー
ルの現地 NGO だけが, 学校教育のために教師を派遣しているのみだという.
 ダディングベーシ地区
ダディング県のダディングベーシ地区に住むタマン族は, 街の外れにタマン族だけのコミュニ




区のタマン族と同様に, 家族の一員が警察や軍の仕事に従事, 或いは海外に出稼ぎに行って, 仕
送りされるお金で生計を維持している. またこの地区は都市に隣接していることもあり, ここで
肉体労働に従事することで生計を維持している者も多い. この地区には毎年, 約 20～30 世帯の
タマン族が山岳地から移住してくる.
ダディングベーシ地区はある程度, 開発の進んだ地域であることから, 電気・水道・電話など
の生活基礎インフラは比較的, 整備されている. インターネットの設備や新聞販売所, 本屋など
も存在している.
同地区のタマン族コミュニティでは, 協働作業はなく, 共有地も存在していない. この村では
衣食住に関わるものは, 全て近接する市街地から購入するため, お金が無いと生活を維持するこ
とはできない. そのため生活資金を確保するために, 家族からの送金や都市部で稼ぐお金を必要
とする. コミュニティにおける共同基金は 2 年前から始まっているが, この基金への支払いは強
制ではなく, 払える者は 1,000 ルピーを払い, 払えない者は 10 ルピー程度を 1 年に払うという
ものであり, このお金の使用目的は, 学校を運営するための資金として教育分野に限定されたも





住む高齢者には政府から月額 200 ルピー程度の年金が支給されているが, 唯一支給されているこ
の年金だけでは到底, 生活をすることはできないという. この地区で 1 ヶ月間, 最低限の生活を
ネパールの少数民族における高齢者福祉の現状と課題
106
高齢者が送るために必要な費用を聞いたところ, 月額 3,000 ルピー程度が必要であるということ














タマン族のなかで, ネパールの首都であるカトマンズ市に 100 年前に移住して定住をしている









(写真左) 家族と同居する高齢者 (写真右) ダディングベーシ地区の家屋
この地区のリーダーであるインドラ・ラマ氏にインタビューをしたところ, この地区に住むタ
マン族はカトマンズ市でも裕福な部類に入るものが多く, 貧しい家庭はほとんどないということ
















故郷がなくなっている高齢者もいる. その場合は, 他のタマン族が暮らす山岳地に入植し, ここ
でコミュニティから衣食住の寄付をもらって暮らすこともあるという.





































セム・ゾン・ティン地区 (土地) 寺院, 集会所, 道路, 水汲み場など
(労働) 家屋建築, 農作業, 結婚式, 葬儀, 祭
事など





















②の公的社会保障制度の不足については, 今回インタビューの対象とした 3 地区すべてにおい
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